
●　令和５事業年度の主要な財務諸表等の概要

１．貸借対照表
機構の財政状態を明らかにするため、決算日（3/31）における全ての資産、負債及び純資産を記載したものです。

（単位：百万円）
資産の部 R5決算 前年度比 負債の部 R5決算 前年度比

(1)固定資産 46,020 △ 146 (1)固定負債 275 10
　　①有形固定資産 45,936 △ 138 　　①長期繰延補助金等 221 35
　　　　土地 31,443 △ 3 　　②その他の固定負債 54 △ 26
　　　　　　土地 31,748 0 (2)流動負債 2,480 275
　　　　　　減損損失累計額 △ 305 △ 3 　　①運営交付金債務 257 115
　　　　建物 9,525 △ 168 　　②寄附金債務 599 △ 4
　　　　　　建物 20,477 471 　　③預り補助金等 5 △ 11
　　　　　　減価償却累計額等 △ 10,952 △ 639 　　④前受受託研究費等 60 30
　　　　構築物 537 △ 57 　　⑤その他の流動負債 1,560 144
　　　　　　構築物 1,933 15 負債合計 2,756 285
　　　　　　減価償却累計額等 △ 1,396 △ 72 純資産の部 R5決算 前年度比
　　　　工具器具備品 740 89 (1)資本金 43,260 0
　　　　　　工具器具備品 3,720 78 　　政府出資金 43,260 0
　　　　　　減価償却累計額等 △ 2,980 11 (2)資本剰余金 △ 2,681 △ 215
　　　　その他の有形固定資産 3,691 2 (3)利益剰余金 5,303 170
　　②その他の固定資産 84 △ 8 　　①目的積立金 73 73
(2)流動資産 2,617 385 　　②前中期目標期間繰越積立金 405 △ 34
　　①現金及び預金 2,470 427 　　③積立金 4,620 4,620
　　②その他の流動資産 147 △ 42 　　④当期未処分利益 204 △ 4,489 ※

純資産合計 45,881 △ 45
資産合計 48,637 240 負債純資産合計 48,637 240
（注）単位未満は四捨五入しており、計は必ずしも一致しない

【資産の部】 【負債の部】
☆土地 ■運営費交付金債務

△3百万円 ・退職手当の繰越額 252百万円
☆建物等（新規取得） ・入学定員不足等による返還額 4百万円
・（高畑）美術実習棟等改修工事 167百万円
・（高畑）ライフライン再生工事 52百万円 【純資産の部】
・（北魚屋）ライフライン再生工事 144百万円 ■当期未処分利益 204百万円
☆工具器具備品（新規取得）
・液晶ディスプレイ一体型電子黒板 55百万円 124百万円
・大学講堂舞台照明音響設備更新 32百万円
・核磁気共鳴装置等 87百万円

２．損益計算書
機構の経営成績を明らかにするため、一会計期間（4/1～3/31）に属する機構の全ての収益とこれに対応する全ての費用と
を記載して当期総利益を表示したものです。

（単位：百万円）
費　　用 R5決算 前年度比 収　　益 R5決算 前年度比

経常費用（Ａ） 9,252 26 経常収益（Ｂ） 9,459 261
 (1)業務費 8,719 111  (1)運営費交付金収益 6,038 176
　　 ①教育経費 1,089 △ 59  (2)学生納付金収益 2,451 △ 7
　　 ②研究経費 321 △ 8  (3)外部資金収益 463 82
　　 ③教育研究支援経費 250 △ 23 　　 ①受託研究収益 66 △ 24
　　 ④受託研究費 64 △ 25 　　 ②共同研究収益 43 14
　　 ⑤共同研究費 40 12 　　 ③受託事業等収益 72 52
　　 ⑥受託事業費 72 52 　　 ④寄附金収益 282 39
　　 ⑦人件費 6,882 162  (4)施設費収益 46 △ 3

　　　　　うち退職手当 472 24  (5)補助金等収益 297 10
 (2)一般管理費 530 △ 83  (6)その他の収益 164 2
 (3)財務費用 3 △ 1 臨時損益（Ｃ） △ 4 △ 4,559 ※

当期総利益（Ｂ－Ａ＋Ｃ＋Ｄ） 204 △ 4,489
目的積立金もしくは前中期目標期間繰越積立
金取崩額（Ｄ） 2 △ 165

（注）単位未満は四捨五入しており、計は必ずしも一致しない

【費用】 【収益】
☆教育経費 ■受託事業等収益

△36百万円 27百万円
・光熱水費の減少 △33百万円
☆一般管理費 15百万円
・光熱水費の減少 △19百万円 ■寄附金収益
・修繕費の減少 △24百万円 　高額寄附金受入の増加による
・消耗品費の減少 △16百万円 　・ソニー株式会社等 14百万円
☆人件費 　・住友電工グループ社会貢献基金 10百万円
・役員人件費　退職手当等による増　 54百万円

80百万円

３．利益の処分に関する書類（案）
当期総利益　204百万円
・うち教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てるための積立金（＝目的積立金）　124百万円

　・うち教育研究の質の向上及び組織運営の
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・文部科学省「教員研修の高度化に資するモデル開発事業」

　　改善に充てるための積立金（＝目的積立金）

・教員人件費　超過勤務手当の遡及支給等による増　

・感染症対策に係る補助金収入額減による費用の減少

・奈良教育大学法蓮団地(宿舎一)に係る減損を認識

・文部科学省「地域ニーズに応える産学官連携を
　通じたリカレント教育プラットフォーム構築支援事業」

※前年度の当期未処分利益には、会計基準の改訂による資産
見返負債の臨時利益への振替（4,560百円）が含まれています。

※前年度臨時損益には、会計基準の変更による資産見返負債
の臨時利益への振替（4,560百万円）が含まれています。



◆各種指標にかかる経年比較について
(注）令和３年度以前は旧国立大学法人奈良教育大学及び旧国立大学法人奈良女子大学の合計額を記載している。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

15.3% 13.5% 13.3% 12.5%
【損益計算書】 教育経費 1,304,890,940 1,154,128,854 1,148,437,292 1,089,195,128

業務費 8,551,113,382 8,559,034,616 8,608,669,156 8,719,274,425

3.4% 3.4% 3.8% 3.7%
【損益計算書】 研究経費 290,414,404 292,434,266 329,386,271 321,308,673

業務費 8,551,113,382 8,559,034,616 8,608,669,156 8,719,274,425

3.4% 3.2% 3.2% 2.9%
【損益計算書】 教育研究支援経費 292,652,006 272,482,197 273,039,641 250,107,092

業務費 8,551,113,382 8,559,034,616 8,608,669,156 8,719,274,425

77.1% 78.6% 78.1% 78.9%
【損益計算書】 人件費 6,588,949,041 6,728,158,796 6,719,558,406 6,881,983,165

業務費 8,551,113,382 8,559,034,616 8,608,669,156 8,719,274,425

5.4% 6.3% 7.1% 6.1%
【損益計算書】 一般管理費 465,871,135 542,462,182 612,824,401 529,753,788

業務費 8,551,113,382 8,559,034,616 8,608,669,156 8,719,274,425

333,561 296,234 300,402 281,010
【損益計算書】 教育経費 1,304,890,940 1,154,128,854 1,148,437,292 1,089,195,128

【事業報告書】 学生数 3,912 3,896 3,823 3,876

336,908 330,434 370,097 367,630
【損益計算書】 研究経費 290,414,404 292,434,266 329,386,271 321,308,673

【事業報告書】 教員数 862 885 890 874

2.6% 2.6% 4.1% 4.9%
【損益計算書】 受託研究等収益 74,191,075 111,814,588 138,226,224 180,674,637

寄附金収益 167,793,805 121,995,855 243,010,382 282,386,290

経常収益 9,264,849,025 9,138,168,278 9,197,944,045 9,458,594,975

115.9% 101.0% 101.2% 105.4%
【貸借対照表】 流動資産 2,989,756,818 2,193,093,426 2,231,902,294 2,668,931,708

流動負債 2,578,594,866 2,171,105,790 2,205,550,293 2,532,210,514

外部資金比率（受託研究収益＋共同研究
収益＋受託事業等収益＋寄附金収益）÷経常収益

教員当研究経費
（研究経費÷教員数）

流動比率
（流動資産÷流動負債）

教育経費比率
（教育経費÷業務費）

研究経費比率
（研究経費÷業務費）

教育研究支援経費比率
（教育研究支援経費÷業務費）

人件費率
（人件費÷業務費）

一般管理費比率
（一般管理費÷業務費）

学生当教育経費
（教育経費÷学生数）


